
平成25年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

　○路線バス運行補助事業・・・市民の生活交通路線の維持のために民間路線バスの運行に係る損益分に対してバス会社に補助を
    行った。市内13路線、臼三線
　　　・補助先：大野竹田バス㈱
　
　○地域公共交通活性化事業・・・コミュニティバス運営協議会、地域公共交通活性化協議会の運営及びコミュニティバス・あいのりタ
　　クシーの運行事業等を行った。
　　　・コミュニティバス運営協議会の開催　　　1回
　　　・地域公共交通活性化協議会の開催　 　4回
　　　・コミュニティバス路線数　計39路線　　三重町⑤　清川町⑥　緒方町⑦　朝地町⑤　大野町⑦　千歳町⑤　犬飼町④
　　　・あいのりタクシ―　　　委託先：豊後大野市タクシー協会
　　　　　運行区域：三重町及び清川町の一部（白山・西部線、南部線）　3区域
　　　・公共交通モニタリング等調査業務
　　　　　乗降調査及びアンケート調査等を実施し、軽微な路線等の見直しを行った。
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２３～Ｈ２５（決算額）、Ｈ２６（予算現額） ６．Ｈ２７年度予算の方向性
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市内における均衡ある効率的な運行。

市地域公共交通総合連携計画に基づく実証運行の実施により、H26
年4月の本格運行にむけた改善を行った。
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７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

8,286 14,875 12,096 11,834

今後も計画的な運行を行って
いくため。

地域内の効率的な運行を目的に、幹
線、枝線の視点で路線を設定してい
る。

目的達成のために適切な手段であ
る。

地域の公共交通手段の確保として必
要不可欠である。

道路運送法により地方自治体が主宰
者となり、地域の公共交通の合意形
成を図らなければならない。

H23年度より、市内全域で実証運行を
行っており、Ｈ26年度本格運行を実
施。利用者は増加傾向である。
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継続 引き続き、地域ニーズ及び投資効果を勘案した事業実施に努めること。
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